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１　提出書類
（１）一次審査（参加資格審査）に関する提出書類
一次審査に関する提出書類は下表のとおりとする。プロポーザル参加表明書（様式1-1）、特定建設工事共同企業体プロポーザル参加資格審査申請書（様式1-2）、委任状（様式1-3）は正本1部を提出する。加えて、様式1-5～様式1-11及び関連する添付書類に所定の表紙（様式1-4）をつけ1分冊とし、正本1部を提出すること。なお添付書類については、各書類に書類名を明記することし、別途添付すること。
一次審査で書類を提出した参加者がプロポーザルを辞退する場合、辞退書（様式1-12）を正本にて1部提出すること。
	様式
番号
	書類
	提出
部数
	書式
サイズ
	ファイル
形式
	枚数

	様式1-1
	
	プロポーザル参加表明書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式1-2
	
	特定建設工事共同企業体プロポーザル参加資格審査申請書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式1-3
	
	委任状
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-4
	
	参加資格に関する提出書類（表紙）
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式1-5
	
	参加資格確認申請書兼誓約書
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-6
	
	参加者連絡先一覧
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-7
	
	設計企業に関する資格
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-8
	
	工事監理企業に関する資格
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-9
	
	建設企業に関する資格
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-10
	
	工事実績調書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式1-11
	
	工事施工証明書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式1-12
	
	辞退書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚


（２）二次審査（基礎審査・価格審査・実績審査）、三次審査（技術提案審査）に関する提出書類

ア　技術提案に関する提出書類

技術提案に関する提出書類は下表のとおりとする。様式2-2～様式2-14及び関連する添付書類に所定の表紙（様式2-1）をつけ1分冊とし、正本及び副本を、下表に掲げる部数提出すること。

	様式
番号
	書類
	提出
部数
	書式
サイズ
	ファイル
形式
	枚数

	様式2-1
	
	技術提案書（表紙）
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-2
	
	技術提案提出届
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-3
	
	設計業務に関する事項　企業の実績
	正7副5
	A4
	MS-Word
	適宜

	様式2-4
	
	設計業務に関する事項　管理技術者の実績
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-5
	
	建設業務に関する事項　企業の実績
	正7副5
	A4
	MS-Word
	適宜

	様式2-6
	
	建設業務に関する事項　現場代理人及び監理技術者の実績
	正7副5
	A4
	MS-Word
	適宜

	様式2-7
	
	本事業に対する理解度に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-8
	
	環境及び省エネルギーへの配慮に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-9
	
	施設の維持管理、修繕等のコスト縮減に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-10
	
	施設の機能性・快適性に関する配慮に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-11
	
	品質管理及び施工精度に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-12
	
	安全対策、騒音対策に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-13
	
	地域経済への貢献に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-14
	
	工程管理及び工期の遵守に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	任意
	
	提案内容が分かる平面図、立面図等または説明用の資料
	正7副5
	A4
	MS-Word
	適宜


イ　事業費見積・要求水準に関する提出書類
事業費見積・要求水準に関する提出書類は下表のとおりとする。正本にて各1部提出すること。
	様式
番号
	書類
	提出
部数
	書式
サイズ
	ファイル
形式
	枚数

	様式3-1
	
	事業費見積書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式3-2
	
	平成29、30年度に係る事業費内訳明細書
	正1
	A4
	MS-Excel
	適宜

	様式3-3
	
	要求水準に関する誓約書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚


２　作成要領
提出書類は、各様式の記載要領（＊にて示している）に従い記載すること。なお、提出にあたっては、当該記載要領は削除すること。その他、下記（ア）～（オ）の規定に従うこと。

（ア）様式2-1の提案受付番号欄には、町より送付された資格審査結果通知書に記載された提案受付番号を記載する。
（イ）正本は住所、企業名、氏名等を記載箇所に明記し、副本は住所、企業名等参加者が特定できる名称等を匿名とし、個人氏名、所属部署等は明記すること。
（ウ）提案の主旨が十分に伝わるように具体的かつ簡潔な文章表現とすること。また、必要に応じて、文章表現を補うために着色や図表等を採用しても構わない。

（エ）本文の文字フォントは、原則として10ポイント以上とすること（備考、コメント等を除く。）。
（オ）様式2-1～様式2-14、様式3-1～様式3-3は、それぞれ指定するファイル形式（MS-WordについてはMicrosoft Word 2003）にてCD-R 1組に記録し、提出書類とともに提出すること。
３　見積書作成要領
見積書は様式3-1、様式3-2と合せて、【添付A9】事業費内訳書（MS-Excelデータ）より内訳明細書を作成すること。

ア　見積書の体裁と構成

（1） 用紙規格：A4版用紙横使い、上綴じ

（2） 提出物：紙媒体とMS-Excel データ（CD-R等に保存）
（3） 見積書構成：【添付A9】事業費内訳書を使用し、以下の要領で作成すること。見積書は、Ⅰ．工事費、Ⅱ．設計費、Ⅲ．工事監理費に分類し、見出しを付けて作成・提出すること。【添付A9】事業費内訳書の項目に従って、内訳書を作成すること。自動計算集計できるフォーマットでデータを提出すること。

　　　イ　見積概要

（1） 見積書の作成は提示の発注図書に基づいて行うこと。
（2） 今回提示した発注図書は、「性能発注」を前提に作成しているため、図書に記載されていない項目でも、本施設の新築工事として本発注書の性能・仕様等から当然見込むべきものについては、これまでの経験・実績を生かし、今回の見積範囲として見込み、その内容を見積書に記載すること。
（3） 今回の見積にあたっては出精値引きの項目は作らないこと。端数調整が必要な場合は諸経費（一般管理費）にて行うこと。
（4） 提出された見積書は発注者側が意図した全ての項目が含まれているものと判断する。
 提出書類一覧

	様式
番号
	書類
	提出
部数
	書式
サイズ
	ファイル
形式
	枚数

	
	1．一次審査（参加資格審査）に関する提出書類

	様式1-1
	
	プロポーザル参加表明書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式1-2
	
	特定建設工事共同企業体プロポーザル参加資格審査申請書※
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式1-3
	
	委任状※
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-4
	
	参加資格に関する提出書類（表紙）
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式1-5
	
	参加資格確認申請書兼誓約書
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-6
	
	参加者連絡先一覧
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-7
	
	設計企業に関する資格
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-8
	
	工事監理企業に関する資格
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-9
	
	建設企業に関する資格
	正1
	A4
	MS-Word
	原則1枚

	様式1-10
	
	工事実績調書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式1-11
	
	工事施工証明書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式1-12
	
	辞退書※
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	
	2．二次審査（基礎審査・価格審査・実績審査）、三次審査（技術提案審査）に関する提出書類
ア　技術提案に関する提出書類

	様式2-1
	
	技術提案書（表紙）
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-2
	
	技術提案提出届
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-3
	
	設計業務に関する事項　企業の実績
	正7副5
	A4
	MS-Word
	適宜

	様式2-4
	
	設計業務に関する事項　管理技術者の実績
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-5
	
	建設業務に関する事項　企業の実績
	正7副5
	A4
	MS-Word
	適宜

	様式2-6
	
	建設業務に関する事項　現場代理人及び監理技術者の実績
	正7副5
	A4
	MS-Word
	適宜

	様式2-7
	
	本事業に対する理解度に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-8
	
	環境及び省エネルギーへの配慮に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-9
	
	施設の維持管理、修繕等のコスト縮減に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-10
	
	施設の機能性・快適性に関する配慮に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-11
	
	品質管理及び施工精度に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-12
	
	安全対策、騒音対策に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-13
	
	地域経済への貢献に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式2-14
	
	工程管理及び工期の遵守に係る提案書
	正7副5
	A4
	MS-Word
	1枚

	
	＊上記提案書には、提案内容がわかる平面図・立面図等及び説明用の資料（任意）を含む

	
	3．二次審査（基礎審査・価格審査・実績審査）、三次審査（技術提案審査）に関する提出書類
イ　事業費見積書に関する提出書類

	様式3-1
	
	事業費見積書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚

	様式3-2
	
	平成29、30年度に係る事業費内訳明細書
	正1
	A4
	MS-Excel
	適宜

	様式3-3
	
	要求水準に関する誓約書
	正1
	A4
	MS-Word
	1枚



１．一次審査（参加資格審査）に関する提出書類
（様式1-1）
平成　　年　　月　　日
プロポーザル参加表明書
大熊町長　様
（代表企業）所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　
平成29年3月17日付で公告がなされた「大熊町新庁舎整備」に係る公募型プロポーザルに参加することを表明します。あわせて、「大熊町新庁舎整備」の実施要領等に基づき、参加資格審査に関する提出書類を提出します。
（様式1-2）
平成　　年　　月　　日
特定建設工事共同企業体プロポーザル参加資格審査申請書
大熊町長　様
共同企業体の名称　　　　　　　　　　　　　　
共同企業体の代表者の

住所、名称及び代表者名　　　　　　　　eq \o(○,印)　　
共同企業体の構成員の

住所、名称及び代表者名　　　　　　　　eq \o(○,印)　　
　　
　今般、連帯責任によって請負工事の共同施工を行うため、○○○建設株式会社代表取締役○○○を代表とする○○○共同企業体を結成したので、貴町で行われる建設工事に係るプロポーザルに参加する資格の審査を申請します。
　なお、この申請書及び添付書類については、事実と相違ないことを誓約します。

	構成員の名称
	許可番号及び
許可年月日
	今回審査申請する業種

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	（工事名）


＊特定建設工事共同企業体協定書の写しを添付すること。なお、特定建設工事共同企業体協定書は、【添付A10】特定建設工事共同企業体協定書に準じて作成すること。
（様式1-3）
平成　　年　　月　　日
委　任　状
大熊町長　様
構成員　　　所在地
　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
構成員　　　所在地
　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
構成員　　　所在地
　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　
私達は、下記の者に「大熊町新庁舎整備」のプロポーザルに関し、次の権限を委任します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
代表企業（代理人）　　所在地
　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表企業（代理人）工事見積書等使用印鑑　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代理人　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
委任事項
１　参加表明及び参加資格審査に関する提出書類の提出等について
２　技術提案及び事業費見積書に関する提出書類の提出等について
３　プレゼンテーション等について
（様式1-4）
大熊町新庁舎整備

参加資格審査に関する提出書類
（表紙）
	代表企業名
	


（様式1-5）
平成　　年　　月　　日
参加資格確認申請書兼誓約書
大熊町長　様
平成29年3月17日付で公告がなされた「大熊町新庁舎整備」に係る公募型プロポーザルの参加資格の確認のため、別添書類に示す書類を添えて申請します。
下記の全ての企業は実施要領「３参加者の参加資格要件」に定める参加資格を満たすことを誓約します。
	番号
	役割
	参加グループの構成企業

	例
	代表企業
建設企業
	所在地
商号又は代表者
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	１
	
	所在地
商号又は代表者
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	２
	
	所在地
商号又は代表者
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	３
	
	所在地
商号又は代表者
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


＊各企業が、実施要領3(3)の要件を満たすことを必ず確認すること。
＊参加者が共同企業体である場合、代表企業を番号1の欄に記入すること。役割欄には、代表企業、構成企業の区別及び設計企業（複数の場合は、主たる設計企業とその他設計企業の区別）、工事監理企業、建設企業の区別を記入すること。
（様式1-6）
参加者連絡先一覧
	１
	商号又は名称
	

	
	担当者氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	２
	商号又は名称
	

	
	担当者氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	３
	商号又は名称
	

	
	担当者氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


＊左欄番号を様式1-5の番号と合わせること。
（様式1-7）
設計企業に関する資格

■設計企業名等

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	一級建築士事務所

登録番号
	

	資格者名簿の登録番号
	


■企業の設計実績　　＊実施要領に定める条件に該当するものを記入すること。
	・延床面積が6,000㎡以上の庁舎等公共的建築物または民間企業の事務所の新築工事に係る設計業務

	施設名
	

	発注者名
	電話：

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	

	延床面積
	

	施設の用途
	

	備考
	


■担当予定の管理技術者の設計実績
	管理技術者名
	

	管理技術者経歴
	

	資格及び登録番号
	

	管理技術者の業務実績

	施設名
	

	発注者名
	電話：

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	

	延床面積
	

	施設の用途
	

	備考
	


＊設計実績については、対象物件を所管する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど事実確認を行うことがある。

【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。

□一級建築士事務所登録通知書（写し）

□履歴事項全部証明書

□企業及び管理技術者の設計実績の根拠書類（業務契約書の写し及び設計図書等建物の概要が分かるもの）

□設計企業と管理技術者の雇用関係を証明するもの

□管理技術者の資格証等（写し）

（様式1-8）
工事監理企業に関する資格

■工事監理企業名等

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	一級建築士事務所

登録番号
	

	資格者名簿の登録番号
	


■担当予定の管理技術者の工事監理業務実績

	管理技術者名
	

	管理技術者経歴
	

	資格及び登録番号
	

	管理技術者の業務実績

	施設名
	

	発注者名
	電話：

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	

	延床面積
	

	施設の用途
	

	備考
	


＊工事監理実績については、対象物件を所管する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど事実確認を行うことがある。

＊複数の企業で行う場合は、本様式を各企業別に提出すること。

【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。

□一級建築士事務所登録通知書（写し）

□履歴事項全部証明書

□企業及び管理技術者の実績の根拠書類（業務契約書の写し及び確認申請書の写し）

□設計企業と管理技術者の雇用関係を証明するもの

□管理技術者の資格証等（写し）

（様式1-9）

建設企業に関する資格

■建設企業名等

	番号
	企業名
	特定建設業

許可番号
	評定値等
	実績
	担当業務
	備考

	
	
	
	経営事項審査に

おける総合評定値
	資格者名簿の登録番号
	
	
	

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	


＊左欄番号を様式1-5の番号と合せること。

＊総合評定値は、最新の建築一式工事の総合評点で大熊町に登録しているものとする。

＊共同企業体を組成する場合には、担当業務欄に担当業務と出資比率を記入すること。

■担当予定の現場代理人の施工実績
	現場代理人氏名
	

	現場代理人経歴
	

	資格及び登録番号
	

	現場代理人の業務実績

	施設名
	

	発注者名
	電話：

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	

	延床面積
	

	施設の用途
	

	備考
	


■担当予定の監理技術者の施工実績
	監理技術者名
	

	監理技術者経歴
	

	資格及び登録番号
	

	監理技術者の業務実績

	施設名
	

	発注者名
	電話：

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	

	延床面積
	

	施設の用途
	

	備考
	


＊建設企業の各企業は、「共同企業体運用準則」（ＰＤＦ形式）（昭和62年８月17日　建設省中建審発第12号） により適切な技術者を配置すること。
【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。

□履歴事項全部証明書

□特定建設業の許可証の写し

□建設企業と専任する監理技術者等の雇用関係を証明するもの

□専任する監理技術者等の資格証、監理技術者講習修了証等（写し）

□提案提出日において有効でかつ最新の経営事項審査結果通知書、又は経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書
（様式1-10）
工事実績調書

■建設企業

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	特定建設業許可番号
	

	総合評定値
	


■企業の施工実績　　＊実施要領に定める条件に該当するものを記入すること。
	・延床面積が10,000㎡以上の事務所等の新築工事に係る建築一式工事

	工事名称
	

	発注者名
	電話：

	工事場所
	

	契約金額
	　　　　　　　　　　　　　　　円　（JV工事の場合の出資比率　　％）

	工事完成時期
	

	延床面積
	

	施設の用途
	

	コリンズ登録番号
	

	備考
	


＊延床面積は建築基準法上の数値を記載すること。

＊本調書に記載する物件は、1契約による実績とする。工事実績については、対象物件を所管する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど、事実確認を行うことがある。

【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。

□本調書に記載する施工実績の根拠書類（業務契約書の写し及び設計図書等建物の概要が分かるもの）　
（様式1-11）
平成　　年　　月　　日

工事施工証明書

大熊町長　様

証明者（建築主）　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

下記工事に関して、元請負人として施工したことを証明いたします。

	工事物件名
	

	物件所在地
	

	工事施工者
	


※工事実績調書（様式1-10）に記載した実績１件につき１枚作成すること。

※業務契約書の写しが添付できないやむを得ない理由がある場合は工事施工証明書を作成すること。
（様式1-12）
平成　　年　　月　　日

辞退書

大熊町長　様

（代表企業）所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印

　

平成29年3月17日付で公告がなされた「大熊町新庁舎整備」に係る公募型プロポーザルについて、プロポーザル参加表明書及び参加資格確認申請書を提出しましたが、都合により公募型プロポーザルを辞退いたします。
	構成企業
	代表者職名、氏名
	所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	


２．二次審査（基礎審査・価格審査・実績審査）、

三次審査（技術提案審査）に関する提出書類
ア　技術提案に関する提出書類

（様式2-1）
大熊町新庁舎整備
技術提案書

（表紙）
正本(通し番号)／7部 or 副本（通し番号）／5部　＊

	提案受付番号
	

	代表企業名
	


＊「正本」か「副本」のどちらに該当するか明記すること。「正本」「副本」ともに、提出部数のうちの何分冊目であるかわかるように、各分冊に記載すること（例：「正本（通し番号1～7）／7」）。

＊副本には企業名を記入しないこと。
　　　

（様式2-2）
平成　　年　　月　　日

技術提案提出届
大熊町長　様

（代表企業）所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　

「大熊町新庁舎整備」の実施要領等に基づき、技術提案書を提出いたします。なお、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約いたします。

（様式2-3）
	１.設計業務に関する事項
（１）企業の実績（平成19年度以降）

・実績は以下の順で高く評価します。
1 「延床面積が6,000㎡以上の庁舎等公共的建築物（以下、「庁舎等」という）または民間企業の事務所（以下、「事務所等」という。）」の新築工事に係る設計業務の実績が3件以上ある。：8点

2 「延床面積が6,000㎡以上の庁舎等または事務所等」の新築工事に係る設計業務の実績が2件以上ある。：5点

※実績を証明できる公共建築協会の公共建築設計者情報システム（PUBDIS）の業務カルテ、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料、体制図等を添付すること。

	実績詳細①
	件名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	地上　階　地下　階

	
	延床面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）


※記入欄が不足する場合には、適宜追加すること。
※契約金額については、可能な範囲で記述すること。
（様式2-4）
	１.設計業務に関する事項

（２）管理技術者の実績（平成１9年度以降）

· 管理技術者として配置する予定の人員の実績を記述してください。提案段階で複数の候補者がいる場合には、候補者全員について作成してください。（各人：A4×１）

実績は以下の順で高く評価します。
1 「庁舎等または事務所等」の新築工事に係る設計業務において管理技術者として従事した実績が3件以上ある。：7点

2 「庁舎等または事務所等」の新築工事に係る設計業務において管理技術者として従事した実績が2件以上ある。：4点

※実績を証明できる公共建築協会の公共建築設計者情報システム（PUBDIS）の業務カルテ、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料、体制図等を添付すること。

	氏名
	

	生年月日
	

	所属・役職
	

	主な資格
	

	実績詳細
	件名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	地上　階　地下　階

	
	延床面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）

	実績詳細②
	件名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	地上　階　地下　階

	
	延床面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）


※記入欄が不足する場合には、適宜追加すること。
※契約金額については、可能な範囲で記述すること。
（様式2-5）
	２. 建設業務に関する事項
（１）企業の実績（平成19年度以降）
1 「延床面積が10,000㎡以上の庁舎等」の新築工事に係る建築一式工事の施工実績が2件、かつ「延床面積が10,000㎡以上の事務所等」の新築工事に係る建築一式工事の施工実績が2件以上ある。：8点

2 「延床面積が10,000㎡以上の庁舎等」の新築工事に係る建築一式工事の施工実績が１件、かつ「延床面積が10,000㎡以上の事務所等」の新築工事に係る建築一式工事の施工実績が2件以上ある。：5点
3 「延床面積が10,000㎡以上の事務所等」の新築工事に係る建築一式工事の施工実績が2件以上ある。：2点
※実績を証明できるコリンズの登録内容確認書、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料、体制図、監理技術者の資格証等を添付すること。

	実績詳細①
	工事名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	工事場所
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	地上　階　地下　階

	
	延床面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）

	
	体制内の役割
	１．現場代理人　　　２．監理技術者


※記入欄が不足する場合には、適宜追加すること。
※契約金額については、可能な範囲で記述すること。
（様式2-6）
	２. 建設業務に関する事項

（２）現場代理人および監理技術者の実績（平成１9年度以降）
· 現場代理人および監理技術者として配置する予定の人員の実績を記述してください。現場代理人と監理技術者をそれぞれ別の者が従事する場合には、個別に記載してください。提案段階で複数の候補者がいる場合には、候補者全員について作成してください。（各人：A4×１）実績は以下の順で高く評価します。現場代理人と監理技術者をそれぞれ別の者が従事する場合には2者の平均を評価点とします。候補者を複数に挙げている場合には、最も評価が低い候補者の評価点を採用します。
1 「延床面積が5,000㎡以上の庁舎等」の新築工事に係る建築一式工事において現場代理人または監理技術者として従事した実績が2件、かつ「事務所等」の新築工事に係る建築一式工事において現場代理人または監理技術者として従事した実績が1件以上ある。：7点

2 「延床面積が5,000㎡以上の庁舎等」の新築工事に係る建築一式工事において現場代理人または監理技術者として従事した実績が1件、かつ「事務所等」の新築工事に係る建築一式工事において現場代理人または監理技術者として従事した実績が1件以上ある。：4点

※実績を証明できるコリンズの登録内容確認書、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料、体制図、監理技術者の資格証等を添付すること。

	本工事における役割
	１．現場代理人　　　２．監理技術者

	氏名
	

	生年月日
	

	所属・役職
	

	主な資格
	

	実績詳細①
	工事名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層　
	地上　階　地下　階

	
	延床面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）

	
	体制内の役割
	１．現場代理人　　　２．監理技術者

	実績詳細②
	工事名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層　
	地上　階　地下　階

	
	延床面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）

	
	体制内の役割
	１．現場代理人　　　２．監理技術者


	実績詳細③
	工事名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層　
	地上　階　地下　階

	
	延床面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）

	
	体制内の役割
	１．現場代理人　　　２．監理技術者


※記入欄が不足する場合には、適宜追加すること。
※契約金額については、可能な範囲で記述すること。
（様式2-7）

本事業に対する理解度に係る提案書

	＊主に、優先交渉権者決定基準に記載した審査項目の「本事業に対する理解度」について、評価の視点を参考に特に提案したい点をA4判2枚以内で簡潔にまとめ、記入すること。なお、評価の視点は例示であり、評価に当たっては、本項目に関連する他の提案事項も評価する場合があることに留意すること。

＊本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を明らかにすること。

・要求水準について、概要書、諸元表を理解・反映された提案となっているか（考え方・取り組み）。
・土地利用・配置イメージ及び機能構成等について、理解・反映された提案となっているか。
・大熊町役場新庁舎建設基本計画の内容を十分に理解・反映された提案となっているか。
・上記工夫・提案を施す計画・部位




（様式2-8）

環境及び省エネルギーへの配慮に係る提案書

	＊主に、優先交渉権者決定基準に記載した審査項目の「環境及び省エネルギーへの配慮」について、評価の視点を参考に特に提案したい点をA4判2枚以内で簡潔にまとめ、記入すること。なお、評価の視点は例示であり、評価に当たっては、本項目に関連する他の提案事項も評価する場合があることに留意すること。

＊本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を明らかにすること。

・CO2の排出量を抑制するための工夫（考え方・取り組み）

・省エネルギー（光熱水費・ランニングコスト削減）のための工夫（考え方・取り組み）

・木材の利用促進のための工夫（考え方・取り組み）
・上記工夫を施す計画・部位




（様式2-9）

施設の維持管理、修繕等のコスト縮減に係る提案書

	＊主に、優先交渉権者決定基準に記載した審査項目の「施設の維持管理、修繕等のコスト縮減」について、評価の視点を参考に特に提案したい点をA4判2枚以内で簡潔にまとめ、記入すること。なお、評価の視点は例示であり、評価に当たっては、本項目に関連する他の提案事項も評価する場合があることに留意すること。

＊本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を明らかにすること。

・日常の維持管理（清掃、保守点検等）の容易さ等、メンテナンス性に配慮した提案・工夫
・維持管理コスト（LCC）の縮減への提案
・中長期的な更新や修繕等のコスト低減のための提案

（長寿命化・メンテナンスフリーに配慮した工法・材料等）

・将来の環境変化（諸室の用途変更、建物の一部の用途転用等）への対応を容易にする提案・工夫

・上記について工夫や配慮を施す部位・部材




（様式2-10）

施設の機能性・快適性に関する配慮に係る提案書

	＊主に、優先交渉権者決定基準に記載した審査項目の「施設の機能性・快適性に関する配慮」について、評価の視点を参考に特に提案したい点をA4判2枚以内で簡潔にまとめ、記入すること。なお、評価の視点は例示であり、評価に当たっては、本項目に関連する他の提案事項も評価する場合があることに留意すること。

＊本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を明らかにすること。

・庁舎、防災・災害対策機能棟について、要求水準を満たしたうえで、更に執務空間としての機能性・快適性を向上させ、来庁者の快適性へも配慮した具体的な提案

・各施設・空間に起因する課題抽出や、それぞれに対応する的確な対応策等が盛り込まれた具体的な提案



（様式2-11）

品質管理及び施工精度に係る提案書

	＊主に、優先交渉権者決定基準に記載した審査項目の「品質管理及び施工精度」について、評価の視点を参考に特に提案したい点をA4判2枚以内で簡潔にまとめ、記入すること。なお、評価の視点は例示であり、評価に当たっては、本項目に関連する他の提案事項も評価する場合があることに留意すること。

＊本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を明らかにすること。

・品質確保に向けた具体的な手段、方法に関する提案

・各施工段階における環境負荷低減への工夫に関する提案




（様式2-12）

安全対策、騒音対策に係る提案書

	＊主に、優先交渉権者決定基準に記載した審査項目の「安全対策、騒音対策」について、評価の視点を参考に特に提案したい点をA4判2枚以内で簡潔にまとめ、記入すること。なお、評価の視点は例示であり、評価に当たっては、本項目に関連する他の提案事項も評価する場合があることに留意すること。

＊本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を明らかにすること。

・近隣への安全面の配慮

・騒音、振動、粉塵、臭気等、周辺近隣住民の生活環境に与える影響への対策




（様式2-13）
地域経済への貢献に係る提案書

	＊主に、優先交渉権者決定基準に記載した審査項目の「地域経済への貢献」について、評価の視点を参考に特に提案したい点をA4判2枚以内で簡潔にまとめ、記入すること。なお、評価の視点は例示であり、評価に当たっては、本項目に関連する他の提案事項も評価する場合があることに留意すること。

＊本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を明らかにすること。

・地元業者との協力に関する具体的提案

・地元資材の調達に関する具体的な提案

・その他、地域経済の活性化への具体的な考え




（様式2-14）

工程管理及び工期の遵守に係る提案書

	＊主に、優先交渉権者決定基準に記載した審査項目の「工程管理及び工期の遵守」について、評価の視点を参考に特に提案したい点をA4判2枚以内で簡潔にまとめ、記入すること。なお、評価の視点は例示であり、評価に当たっては、本項目に関連する他の提案事項も評価する場合があることに留意すること。

＊本様式の記入に際しては、少なくとも以下の内容を明らかにすること。

・工期を遵守するための具体的提案

・工程表を作成し、工程管理のマイルストーン、提案を示すこと。

・工期短縮の提案（工期短縮、引渡時期の前倒し等）




３．二次審査（基礎審査・価格審査・実績審査）、

三次審査（技術提案審査）に関する提出書類
イ　事業費見積書に関する提出書類

（様式3-1）
平成　　年　　月　　日

事業費見積書

大熊町長　様

（代表者）　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印

　

「大熊町新庁舎整備」の公募型プロポーザル実施要領等に定められた事項を承諾の上、下記の金額により事業費見積書を提出いたします。

記

件　名　　　大熊町新庁舎整備
	
	
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円


見積金額　

＊金額の左端は￥で締めること。

＊金額欄には、消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。

＊封筒に入れ、厳封すること。

（様式3-2）

平成29、30年度に係る事業費内訳明細書

	Ⅰ
	工事費
	

	
	（1）
	共通仮設工事
	

	
	（2）
	庁舎新築工事
	

	
	
	1 
	建築工事
	

	
	
	2 
	電気設備工事
	

	
	
	3 
	空調調和設備工事
	

	
	
	4 
	給排水衛生設備工事
	

	
	
	5 
	昇降機設備工事
	

	
	
	⑥
	外構工事
	

	
	（3）
	各種調査等
	

	
	（4）
	諸経費
	

	
	
	①
	現場管理費
	

	
	
	②
	一般管理費等
	

	Ⅱ
	設計費
	

	
	（1）
	庁舎等新築工事　設計料
	

	
	（2）
	諸経費
	

	Ⅲ
	工事監理費
	

	
	（1）
	庁舎等新築工事　工事監理料
	

	
	（2）
	諸経費
	

	Ⅰ～Ⅲ　合計
	

	消費税相当額
	

	総合計
	


※　【添付A9】事業費内訳書（MS-Excel版）を参照し、別冊で事業費内訳明細書を作成すること。
（様式3-3）
平成　　年　　月　　日

要求水準に関する誓約書

大熊町長　様

（代表企業）所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成29年3月17日付で公告のありました「大熊町新庁舎整備」の優先交渉権者に決定した折には、実施要領等に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準で本工事の実施にあたることを誓約いたします。
【添付A3】











※該当しないものは提出不要
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